
庄内広域水道企業団に関しての

上下水道料金のお支払い、水道の使用開始・中止、名義変更、受益者負担金、
合併処理浄化槽分担金、その他上下水道に関するお問い合わせは…

酒田市上下水道お客さまセンター
tel. 0234-22-1811 / fax. 0234-22-3160

お支払い等の
窓口営業時間
【 平 日 】
8：30～17：15

　令和７年10月23日に庄内広域水道企業団が設立されました。これ
を受けて10月29日には第1回企業団運営協議会を開催し、企業長
（鶴岡市長）及び副企業長（酒田市長、庄内町長）を選任しました。今
後、企業団議会での予算審議等を経て、令和8年4月1日からの事業
開始を予定しています。

企業団って何？
水道事業（地方公営企業）の事務を、共同処理するための一部事務組合のことを、地方公営
企業法では企業団といいます。

どうして広域化が必要なの？
水道施設の老朽化や技術者不足への効率的な対応が可能となり、人口減少や物価高騰に伴
う水道料金の急激な上昇を抑えることが期待できます。

広域化をするメリットは？
広域化により、市町の区域を越えて施設の統廃合が可能となり、共同事務により効率的な経
営ができること、国の新たな補助制度を活用できること、県企業局の水道水供給先が一体化
されるため、同事業の統合によりさらなる経営の効率化が期待されます。

誰が企業団を経営するの？
企業長は任期制で、初代は鶴岡市長が務めます。職員は市町職員で運営します。議会は年2 
回の予定で、庄内町に本部が置かれます。

水道水はどうなるの？
ご家庭に届く水道水は今までと変わりません。

水道料金は変わるの？
持続可能な水道事業経営のために料金見直しは定期的に行いますが、当面の水道料金は今
までと変わりません。

水道料金の支払い方法は変わるの？
今までと変わりません。口座振替でお支払いされて
いた方は、引き続き口座から引き落とされますので、
改めての手続きは不要です。

窓口はどうなるの？
引き続き、末広町の庁舎で手続きが可能です。ただ
し、酒田市役所及び各総合支所での支払いはできな
くなりますのでご注意ください。

お客さまとともに、
未来につなぐ酒田の水道
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酒田市、鶴岡市、庄内町の水道事業が統合し、
「庄内広域水道企業団」になります。

▲左側から矢口酒田市長、佐藤鶴岡市長、富樫庄内町長

▲第１回企業団運営協議会を開催



※事業者の一覧は、
「酒田市指定給水装置工事事業者」で検索するか、
こちらからご確認ください

凍結しやすいところは？
①屋外でむき出しになっている給水管や蛇口等
②屋外にある給湯器周りの給水管
③日の当たらない場所や風当りの強い場所

水道管凍結防止のポイント
【水抜き栓の使用方法】
①蛇口から水を出します。
②水抜き栓のハンドルを右に止まるまで、しっかり回します。
（電動式の場合は、電源「ON」にして「水抜き」のボタンを押します。）
③蛇口から水が出なくなれば、水抜きが完了です。
④最後に、開けた蛇口を閉めてください。

もしも凍結してしまったら…
蛇口や水道管にタオルを巻いて、
少しずつぬるま湯をかけてください。
直接熱湯をかけると、水道管が破裂する恐れがあります。
それでも水がでないときや、管が破裂してしまったときは、
酒田市指定給水装置工事事業者に修理を依頼してください。（有料となります。）

冬季の水道メーター周囲の除排雪にご協力ください
　水道メーター検針は、お客さまが使用された水量に応じ
て料金を算定するほか、漏水の早期発見にもつながります。
検針日付近になりましたら、水道メーターボックス周辺の除
雪にご協力をお願いします。やむを得ず検針できなかった場
合は、過去の使用水量を参考に推定使用水量を算出し、水量
を「認定」します。そのうえで、次回の検針でメーターを確認
できた時に、料金の過不足分を「精算」します。 除雪後のメーターボックス

手動式▶

電動式（操作パネル）▶

今、下水道で何が起こっているのか？
寒さは水道管の天敵です！水道管を守りましょう！

◆埼玉県八潮市で発生した下水道管路の破損に起因した道路陥没により、下水
道の使用制限などで約120万人に影響が及んだことを受けて、国から下水道
管理者へ全国特別重点調査の要請がなされました。本市では、1994年以前
に設置した内径2ｍ以上の管路の目視調査等を実施した結果、緊急又は応急
措置の必要のある箇所はありませんでした。

◆市の生活排水処理は、公共下水道事業や農業集落排水事業による集合処理
と合併処理浄化槽による個別処理に大別されます。市民の生活を支える重厚
長大な下水道インフラを維持していくための財源は、下水道使用料に加え、
本市の一般会計が毎年約２０億円を負担しています。

◆生活排水処理事業を人口減少社会に見合った規模にするために、農業集落排
水施設を公共下水道施設へ集約化する広域化事業に取り組んでいます。今年
度に飛鳥砂越地区の公共下水道への接続が完了、令和8年度には、松山浄化
センターを廃止するとともに、県流域下水道への接続が完了見込みです。

◆広域化事業が続く間は、廃止する施設の資産価値を減少させる会計上の処
理により、特別損失を計上しますが、過大な資産を整理することで、投下資本
を公共下水道へ集中させていくことに繋げていきます。


